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 貸　 借　 対　 照　 表

（２０２３年３月３１日現在）

旭化成リフォーム株式会社

科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額

円 円

（　資　産　の　部　） 　（　負　債　の　部　）　 ( 13,250,137,879  )

  　流　動　資　産 46,434,456,201   流　動　負　債 12,033,543,347

現 金 及 び 預 金 80,482,045 3,596,047,098

完 成 工 事 未 収 入 金 3,720,034,349 4,552,512,075

販 売 用 不 動 産 330,682,838 333,761,300

未 成 工 事 支 出 金 948,687,637 730,990,200

貯 蔵 品 22,385,872 446,197,808

前 払 費 用 72,079,712 1,222,944,055

未 収 入 金 14,737,393 832,995,000

短 期 貸 付 金 40,730,764,497 272,577,000

立 替 金 422,829,806 45,144,311

そ の 他 93,787,788 374,500

貸 倒 引 当 金 (2,015,736)

　  固　定　資　産 1,258,764,611   固　定　負　債 1,216,594,532

 有　形　固　定　資　産 199,249,140 936,627,246

建 物 169,294,303 278,362,286

工 具 、 器 具 及 び 備 品 29,954,837 1,605,000

 無　形　固　定　資　産 44,759,155

ソ フ ト ウ ェ ア 34,276,131

そ の 他 10,483,024 　（　純 資 産 の 部　）　 ( 34,443,082,933  )

 投 資 そ の 他 の 資 産 1,014,756,316 　株　主　資　本 34,443,082,933  

差 入 保 証 金 250,875,491

繰 延 税 金 資 産 745,616,043 　 資　　本　　金 250,000,000     

そ の 他 36,529,564

貸 倒 引 当 金 (18,264,782) 　 利 益 剰 余 金 34,193,082,933  

62,500,000      

34,130,582,933  

繰 越 利 益 剰 余 金 34,130,582,933  

（うち、当期純利益） ( 4,045,624,323   )

資　産　合　計 47,693,220,812 負 債 ・ 純 資 産 合 計 47,693,220,812  

工 事 未 払 金

未 成 工 事 受 入 金

未 払 消 費 税 等

未 払 法 人 税 等

未 払 金

未 払 費 用

製 品 保 証 引 当 金

預 り 金

そ の 他

退 職 給 付 引 当 金

預 り 保 証 金

そ の 他

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

賞 与 引 当 金



（第４３期）

個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法
（１）棚卸資産
      販売用不動産、未成工事支出金 ･･････ 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ
                                          る簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）･･････定額法

（２）無形固定資産（リース資産を除く）
　　　　　　　　　･･････ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）
　　　　　　　　　　　　に基づく定額法
　　　　　　　　　･･････その他の無形固定資産は定額法

（３）リース資産　･･････所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
　　　　　　　　　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が
　　　　　　　　　　　　2008年3月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に
　　　　　　　　　　　　準じた会計処理によっている。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金･･････債権の貸倒れによる損失に備えるために、一般債権については貸倒実績率により、
　　　　　　　　　　　貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
　　　　　　　　　　　込額を計上している。

（２）賞与引当金･･････従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給対象期間に対応する支給見込額
　　　　　　　　　　　を計上している。

（３）製品保証引当金･･････完成工事について、無償で行う補修費用の支出に備えるため、完成工事高に
  　　　　　　　　　　　　対する将来の補償見込額を計上している。

（４）退職給付引当金･･････従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年
　　　　　　　　　　　　　金資産の見込額に基づき計上している。
　　　　　　　　　　　　　①退職給付見込額の期間帰属方法
　　　　　　　　　　　　　  退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間
　　　　　　　　　　　　　  に帰属させる方法については、給付算定式基準によっている。
　　　　　　　　　　　　　②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　　　　　　　　　　　　　  過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
　　　　　　　　　　　　　  数（10年）による定額法により費用処理している。
　　　　　　　　　　　　　  数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務
　　　　　　　　　　　　　  期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞ
　　　　　　　　　　　　　  れ発生の翌事業年度から費用処理している。

４．収益及び費用の計上基準　　

　当社は、戸建・集合住宅のリフォーム工事の請負を主な事業内容としており、顧客との契約に基づ
き、リフォーム工事を完了させ、顧客へ引渡す履行義務を負っている。
当該履行義務は、リフォーム工事が完了し、顧客へ引渡す一時点において、顧客が工事物件に対する
支配を獲得して充足されると判断し、工事物件の引渡時点で収益及び費用を認識している。
なお、建築工事の請負における対価は、完全に履行義務を充足した時点から概ね１年以内に回収して
おり、重要な金融要素は含んでいない。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）グループ通算制度の適用
　　　グループ通算制度の適用を開始している。



（会計方針の変更に関する注記）
　時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用 

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号。以下「時価算定会計
基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に
定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来に
わたって適用することとしている。この変更による当事業年度の計算書類への影響はない。

（表示方法の変更に関する注記）
  該当事項はありません。

（誤謬の訂正に関する注記）
  該当事項はありません。

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当事業年度の末日における発行済株式の総数
　　普通株式 500,000株

２．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項
　  2022年6月16日開催の株主総会において、次のとおり決議している。
　　普通株式の配当に関する事項
　 （イ）配当金の総額 1,755百万円

（ロ）１株当たり配当額 3,510円
（ハ）基準日 2022年3月31日
（ニ）効力発生日 2022年6月16日

３．当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
　　2023年6月16日開催の株主総会において、次のとおり決議を予定している。
　　普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額 2,022百万円
（ロ）配当の原資 利益剰余金
（ハ）１株当たり配当額 4,044円
（ニ）基準日 2023年3月31日
（ホ）効力発生日 2023年6月16日

（収益認識に関する注記）
  収益を理解するための基礎となる情報は、（重要な会計方針に係る事項に関する注記）４．収益及び
費用の計上基準に記載の通りである。


